
『社会干l昨ジャーナノレj四（I) 〔1989〕 pp.171・193 
The Journal of Soc削 Scieuce28(1）〔1989〕

輸入競争に対する調整

短期的局面の分析
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金田充弘

l序論

一国経済の輸入財価格下落（＝輸入競争ニ交易粂件有利化）に対する

長期的反応を分析するためには Heckscher-Ohlin（以下 HO）モデルが

有用である。 HOモデルは生産要素価格の完全伸縮性とそれに伴う生産

要素の部門閑完全移動性（効率性を損なうことがなく，完全雇用が保た

れる移動）を仮定するからである。しかし，より現実に即した短期的局

面においてはこのような生産要素市場の完全調整は起こらない。輸入競

争に対する短期的反応を分析することが失業の発生などによる貿易摩擦

を解明するためには重要である。

本論文では，小国における労働集約的輸入部門に対する競争を取り上

げる。 2部門（労働集約的輸入部門Xと資本集約的輸出部門Y),2生産

要素（労働と資本）モデルを使用する。要素市場につきモデル毎に異な

る仮定を置き，外生変数の変化に対する内生変数の変化を見るという比

較静学分析を行なう。

初期均衡は，両要素市場が均衡りしている HO的均衡とする。第III節

(HOモデル）では，輸入競争後の新たな均衡点を導きだし，長期（HO)

均衡とする。第IV節（特殊要素モデノレ）では，資本の部門間不移動性の

もとで，輸入競争後の短期均衡点を導き出す。第V節では，資本を部門

間移動させ，短期均衡から長期（HO）均衡への調整過程を分析する。第

VI節では，第IV節のモデルに賃金下方硬直性の仮定を加え，輸入競争後

の超短期均衡を導き出す。第四節では，資本の部門間移動と賃金下落の
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両要素市場の調整による超短期均衡から長期（HO）均衡への調整過程を

分析する。最後に第刊櫛では，賃金下方硬直性を維持したまま，資本の

部門間移動のみが起こるケースを取り上げる。

II 基本モデル

生産関数は新古典派的な一次同次のものとし，次のように定義する．

X=X(Lx, Kx); Xr., X.>O, XLL, XKK<O, X出ニ芯《L>O (2.1) 

Y=Y(Lv, Kv); Y匂 YK>O, YLL, YKKく0, y凶＝YKL>O (2.2) 

XとYはそれぞれの財の生産量， L1とK1(i=X,Y）は生産要素投入量

(L1は労働， K1は資本） ' XLなどは添字に対する偏導関数である。 X財

カ効目対的に労働集約的（Y見守カf相対的に資本集約的）であり，この国

はX財の輸入国（Y財の輸出国）であるとする。

むをi財ー単位を生産するのに必要なj要素G=L,K）投入量とする．

acxX=Lx 

aLvY=Lv 

a回X=Iむ

aKvY=Kv 

それぞれの生産要素賦存量をLとKとする：

L=Lx十Lv十Le

K=Kx+Kv 

(2.3) 

(2.4) 

(2.5) 

(2.6) 

(2.7) 

(2.8) 

L，は労働の超過供給（＝失業）である。資本の需給は一致していること

がどのモデルにおいても仮定されている。

各部門において，費用が極小化されている：

Xc/"'4.=w／日 (2.9) 
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Y.}YK=w/rv (2.10) 

wとれは， Y財単位で計った賃金率と i部門の資本レンタノレである。

また，財市場における完全競争のもとでは次が成立する：

auw+aKxrx=p 

aLvw+aKvrv=l 

(2.11) 

(2.12) 

pとlはそれぞれ， Y財単位で計った， X財と Y財の価格であるロ p

はX財のY財に対する相対価格でもあり，小国経済にとり外生的に与え

られる交易条件である。

以上の式が各モデルの基本となる。この基本モデノレを使い，各要素市

場に異なる仮定をおくことにより，それぞれのモデルを得る。共通の外

生変数はL,Kとp，共通の内生変数は X,Y, L, Kv, a＂と riであるo

Kx. LEとwはモデルによって内生，外生変数のどちらかになる。

川 ヘクシャー・オリーン（HO）モデル

上記（2.1）から（2.12）の基本モデルに LE=O,r=rx=rvとおき，さらに

Kxとw を内生変数に加えると， HOモデノレになる。各内生変数の変

化率（e.g.主＝dX/X）を外生変数の変化率で表わし， t=K=Oと己＜0を

代入すると，次が得られる。ω

主＝一」一一（kv01. + Ai_v ＆）己くO
｜λI IBI 

？＝一一」一一（ん＆十kxoUp>O 
｜λ11 Bl 

L＝一」一一（.l是《》
lλ11 Bl 

Lv＝一~（Ai_xkx血＋kkv酎） p>O
｜λI IBI 

(3.1) 

(3.2) 

(3.3) 

(3.4) 
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図 1 (i）労働市場
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(ii）要素価格フロンティア
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(iv）資本市場
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(3.5) 

(3.6) 

(3.7) 

(3.8) 

(3.9) 

(3.10) 

(3.11) 

(3.12) 

これらの式のE負は， X財の相対価格の外生的下落（五くO）に基づく各

内生変数の変化の方向を表わしている。

図1において，パネル（i）は労働市場（01はi産業の原点，横軸は労働

量，縦軸は賃金率， Vu曲線は労働の限界生産物価値上（ii)は，要素価格

の組合せ（横軸は資本レンタノレ，縦軸は賃金率， C1は要素価格フロン

ティア） . (iii）はポyクス・ダイアグラム（印は i産業の原点，横軸は労

働量，縦軸は資本量，曲線OxOvはefficiencylocus) , (iv）は資本市場

(01は1産業の原点，横軸は資本レンタJレ，縦軸は資本量， Vx1曲線は資本

の限界生産物価値）をそれぞれ表わしている。

p下落前の初期均衡は各パネルにおいて， A,A’， a,a’点として表わさ

れている。 pの下落は，曲線V"，，のV＂，，へのシフト，曲線 c0xのc'xへの

シフトをもたらし，新たな長期（HO）均衡点はそれぞれ， G,G’， g,g’に

なる。各内生変数の変化の方向は（3.1）～（3.12）式が示す方向と同じであ
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ること判在認されよう。

Lo U分の労働と KOKH分の資本がX部門からY部門に移動する。ま

た，（両部門に共通の）要素価格は，賃金がWOからw"に下落，資本レン

タノレがroから戸に上昇する。（3.11)'(3.12）式より Jonesの magnifica-

ti on効果たる次の（3.13）式か稚認できる。

r>p>w (3.13) 

図2において， T,T，線は生産可能性フロンティアである。 T1T2線上

の各点は図 1(iii）の OxOv線上の各点と対応するので， HO均衡点であ

る。初期均衡点はA＂点であり， p下落f走の長期（HO）均衡点はG

る。国民所得を新たな相対価格で評価し， Y財単位で表わすと， OZ0か

らOZ＂に上昇することが図よりわかる。これが長期における貿易利益に

他ならない。

IV 特殊要素（SectorSpecific Capital一以下SSK）モデル

資本が部門間移動ができない特殊要素であるという制約を加えてみよ

う。 HOモデルと同様に，労働は部門間移動ができる一般要素，要素価

格は伸縮的であるとする。資本の部門間不移動性を短期的なものとして

とらえ，この特殊要素モデルの均衡を短期均衡と呼ぶ。

基本モデルにおいてLE=Oとし， wを内生変数に， Kxを外生変数に加

えると本節の特殊要素モデルになる。自＜O(L=K＝食x=O）のときの各内

生変数の変化率は以下の通り表わされる。

主 λι.YB.出品σY 《

＝一一一一一一一一一pくO
A品{X品《Y

(4.1) 

y ALl<Bcvσ左前 -
ニ一一一一一一一一一p>O
l;,,BKx BKY 

(4.2) 

λLY田町
Lx＝一一一一一－pくO
A品。＜BKY 

(4.3) 



~ ?u.x <rx DY 《

Lv= p>O 
Aぬxぬy

RvニO

- A..v <rx酎 A

LX＝ー←一一一一－pくO4品＜Y

《 Ju.xσ主σV-
.v= p>O 
4ぬx

- ,l,_y 81.X位（）＂y -
x= p>O 

/).fkx品α

- LェBLY＂＂酌《
aKv= pくO
AぬxIN.v 

，、 Ju.xO主《
w＝一一一－p<O
/).fkx 

- , 川 V 山一《

日＝一二一（Ju.x出＋ーニι ）pくO
A品《》；、品<Y ’

- Ju.x BLY由《
v＝一一一一一一一一p>O
f).8Kx 8Kv 
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(4.4) 

(4.5) 

(4.6) 

(4.7) 

(4.8) 

(4.9) 

(4.10) 

(4.11) 

(4.12) 

図lにおいて，初期均衡はA,A', a, a’点で表わされる HO均衡であ

る。 pの下落により曲線 vol.Xが V"uに， yoKlが vs.，に， c0xが c’x

にそれぞれシフトするロそれによってもたらされる短期均衡は B,B’x, 

B’y, b, b’x, b' y点によって表わされる。

注目すべき結果は，（！）賃金率がWOからw5へきがること，（2)x部門

の資本レンタルがroからr'xに下がると同時に， Y部門の資本レンタノレ

が roから r＼に上がり，部門間レンタノレ格差ができること，（羽生産が

efficiency locusを離れること（a点からb点に変わる）である。特に

(2）によってY部門の資本所有者が輸入競争を好ましく思い， X部門の資

本所有者が反対することを説明できる。 かくて（4.10）～（4.12）より

(4.13）が導出されるグ



180 

rv>O>w>p＞日 (4.13) 

図2において短期均衡点はB点である。 t.t，曲線は部門間資本不移動の

制約のもとでの短期生産可能性フロンティアである。国民所得はozsで
あり，初期均衡の 02° よりは高いが，長期均衡の OZ＂よりは低くなる。

v 短期（SSK）均衡から長期（HO）均衡への調整
第4節の短期均衡では，日〉日のレンタノレ格差が発生する。この格差

が，資本の部門間移動（X部門からY部門への移動）の誘引となり，短

期均衡から長期（HO）均衡へ向けての調整を引き起こす。

特殊要素モデルにおいて，資本のX部門からY部門への移動（Kxの限

界単位の減少）ωは，次の変化を各内生変数にもたらす。伺

k.vσy 司‘ A
主＝－；－ （λ山由＋一一一＋一一一~）食x く0
品仇y kve.x 

(5.1) 

1 k.vk＞：σx k.x kx O'x k.x Bev 0¥ 
？＝ ト一一一十一一一一一＋一一一一）ぬ＞O
6. kv kv e.x 仇y

(5.2) 
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(5.3) 

(5.4) 

(5.5) 

(5.6) 

(5.7) 

(5.8) 
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(5.9) 

(5.10) 

(5.11) 

(5.12) 

(5.13) 

(5.14) 

(5.15) 

図1においては， B,B’x, B’y, b, b’x, b' y点からそれぞれ， G,G’， g, 

E’点へ向けての変化である。調整過程において両部門のレンタルが上昇

し，賃金率が下落する。賃金率の下落によって労働の完全雇用が保たれ

ることに注目されたい。

Neary [1978, 1982］は，この調整プロセスが長期（HO）均衡へ収飲す

る条件として（5.15）が成立することをレンタル格差が縮まって行くこと

としてあげている。しかし，（5.15）はレンタノレ格差が縮まるためには必

要ではあるが，十分でない。（5.15）は口と rvが絶対的に同額増加する

（したがってレンタル格差が縮まらない）場合を含んでしまうからであ

る。また，ここでは取り扱つてないがpの上昇に対する調整の場合に

は（5.15）は十分ではあるが，必要でない。収紋の必要十分条件は次の

(5.16）になる。

｜λl'wL 
drx drv= 一一一－－－－－；；－一－Kx>O

AλKXλ＇xvK (5.16) 
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図3は調整過程におけるKxとwのf直の変化を表わしたものである。

初期（HO）均衡はα点，短期（SSK）均衡はβ点，長期（HO）均衡はy点で

ある。 Iむの減少にともなう Wの下落がβ点からγ点への調整径路として

表わされている。この調整過程において労働市場は絶えず均衡している

ので，この径路を含むll線は労働市場均衡軌跡胸と呼ばれる。

次に国民所得（z）を以下の通り定義する：

Z=pX+Y (5.17) 

これを微分し，（5.1）と（5.2）を代入することにより，次が得られる。

'l=pxlkx (1ーと）食x>O
u (5.18) 

調整過程において国民所得は上昇するロ図2では， B＂点から G＂点へ向け

ての変化である。

VI 特殊要素モデルにおける賃金下方硬直性（DownwardWage 

Rigid-Sector Specific Capital 以下DWR-SSK）モデル

次に，資本が部門間不移動的であることに加え，賃金率（Y財単位）

が下方硬直的であるとする。基本モデノレにおいて， L，を内生変数， Kx

とwを外生変数とすることにより本節のモデルが得られる。この制約下

でのpの下落は以下の変化を各内生変数に与えることになるロ切

主
。出品《

U.x p<O (6.1) 

す＝O (6.2) 

Lx 由 A=a;;一X-pくO (6.3) 

Lv=O (6.4) 
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[,= 
λιxσx，、
Ju.,品αp>O (6.5) 

Ky=o (6.6) 

a"'=crx pくO (6.7) 

a,y=Q (6.8) 

，、 白血血 ，、
aKX= 

O《＇KX p >O (6.9) 

a肝ニO (6.10) 

《 I -
rx=fu pくO (6.11) 

ey=O (6.12) 

このDWR-SSKモデルにおけるp下落後の均衡を超短期均衡と呼ぶこ

とにしたい。ω 図lではこの均衡は， X部門は E,E',e,e’点， Y部門

はA,A’，a,a’点である。レンタノレ格差と失業（L"L＇うが生じている。この

ことに注目しなければならない。

国民所得への影響は次の式によって表わされる

。山田
Z＝ρx （ーτーー＋l)pくO

σKX 

(6.13) 

DWR SSK経済にとり， pの下落はZの低下をもたらす。このことは，

図2において超短期均衡がU＂点（国民所得が OZ＂）であることに表わさ

れている。

VII 超短期（DWR-SSK）均衡から長期倒的均衡への調整

超短期均衡では，資本の部門間不移動性と賃金下方硬直性という 2つ

の制約によって，レンタノレ格差（ry>rx）と失業（L,> 0）が発生する。これ

らは，資本のX部門からY部門への移動（Kxの減少）と賃金率（w）の低

下による雇用の増加という，両要素市場における調整を導くことにな
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る。

前節のモデルにおいて，各内生変数の変化率を Kxとwの変化率で表

わすと次になる：ω

M

一am

h

一よ
v

－
A
一ゐ

(7.1) 

(7.2) 

L=Rx ~w 
BKY 

~~ kx AσY  ~ 
Lyニニ 一一－1¥..x- w 
MY 8，民Y

(7.3) 

(7.4) 

λLYAAX Au 
ら＝（一一ー一一ー）Kx+ w 
Au MY ""-" ""-" 

食.Y＝一主とも＞O
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，、《

acy＝一昨W
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図3において超短期（DWRSSK）均衡点は初期均衡と同じく α点であ

る。 yまでの径路は一義的てーはない。 w＝が線上では資本市場が均衡し

ている（図1(ii）より， w=w"のときのみ， rx=ry）。この線より上の領域
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ではrv＞日であり， Kxが減少する誘引がある。逆にこの線より下の領域

ではrx>rvであるので， Kxは増加する。 ll線は労働市場均衡軌跡であっ

たが，それより上の領域では労働の超過供給が存在し， wが下がる誘引

がある。聞 したがって，領域IとIIでは矢印で示された方向にKxとw

が変化する調整過程が可能になる。 Kxとwの変化の速度は独立なので，

図に示されてあるように様々な調整径路が可能である。調整径路がy点

をオーバーシュートする可能性もあるロオーバーシュートなどによって

調整期間が長引く場合，より短い調整径路にするための政策介入が正当

化される。

国民所得の変化率は次に表わされるロ

Z＝いーρy与）食x＋（ーρx与竺一一ρy与土）奇 (7.13) 
l¥KY UKX OKY 

経済が領域Iにある場合，調整は；.くOとまxくOによって起こる。右辺

第二項は正であるが，第一項の係数が正である場合(px>pv kx/ k.v）に

は，この項は負になる。第一項の負の値が第二項の正の値を上回ると，

調整過程においてZが減少する。各要素市場の調整はそれぞれ効率性を

追求するものであるのに，国民経済にとっては，非効率的になり得るの

である。これをNeary[1982］は窮乏化再配分（imrniserizingrealloca -

ti on）と呼んだ。生産要素の窮乏化再配分はX産業の国民所得における

シェアが大きいほどいx＞ρv),X部門の資本使用のシェアが低いほど

(kxくみv),Kxの減少が大きいほど， wの低下が少ないほどおこりやす

い。また，領域IIではKx>Oなので， ρx<pvkx/ kvのとき生産要素の窮

乏化再配分がおこり得る。このような窮乏化再配分の発生に対しては政

策介入が正当化される。

しかし，いずれにしろ，要素市場の不均衡がなくなるまで調整は起こ

り，経済は長期（HO）均衡へ向かう。図2では，超短期均衡点U’から長

期（HO）均衡点G＂への調整径路は単一ではなく，国民所得は調整径路上
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において下がり得る。

VIII 賃金下方硬直的（DWR）経済

前節では，資本市場と労働市場両方に制約が加えられている超短期均

衡から出発して，両要素市場が調整され，長期（HO）均衡に至った。本節

は，同じく超短期均衡からの調整をあっかうが，賃金下方硬直性が長期

においても持続する場合をとりあげる。これは，賃金率がwagefloorに

ある場合に相当する。したがって，調整は賃金率が固定されたまま，資

本移動によるもののみとなる。調整後の均衡を長期（DWR）均衡と呼ぷ。

DWR-SSKモデルにおいて，w＝五＝L＝ま＝Oのもとで，食x<Oの効果
を見ると次の通りである。

主＝Kx<O

Y= ~Kx>O 
Lx=Kx<O 

n ＂＂延 A

Lv＝一二L Kx>O 
MY 

Aue 司、｜λ｜
LE= （一一一一土）食F 一 色＞O
λLE ALEAAY ALEAAY 

食v= 主三九＞O
AKY 
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図1において，超短期均衡の各点（E,A, e, a, e’， a’）から調整は長期

(DWR）均衡点であるお， Fy,fx, fy, f' x, f' Y点へそれぞれ向かう。 E点

とA’点は変わらない。図3での調整は， ι点から¢点への動きである。

調整過程において，賃金率が下がらないのでレンタル格差（ry> rx）は

縮まらず，すべての資本がY部門に移るまで調整は続く。失業も継続的

に増加する。そうして達する長期（DWR）均衡は， Y部門での完全特化で

あり，多量の失業（OxLりを発生させることになる。

国民所得の変化率は次に表わされる。

Z＝い ρ卓）色
AKY (8.13) 

ρx<pv kx/ MYであれば， :K，くOであるので， Zは増える。 しかし，
ρx>pv kx/ MYであれば， Zは減少する。この賃金下方硬直的経済の調整

過程においても窮乏化再配分が起こり得るのである。 X部門の国民所得

におけるシェアが大きいほど(px＞ρv),X部門の資本使用のシェアが低い

ほど（kxくんv）窮乏化再配分が起こる可能性が高い。

図2において，調整後の長期の＇WR）均衡は， T，点と t’点の間にある

(Y軸上の）点になるロ Zより上であれば，超短期均衡とくらべ国民所得

は増加し，下であれば減少する。

このモデノレにおいて輸入競争に対する調整は，失業を増大させるもの

であり，国民所得を減少させ得るものである。したがって，調整過程に

おける経済介入，もしくは輸入競争に直接対抗する保護貿易政策が正当

化されるケースがあるのである。

IX 結論

第III節から第VII節によって2つの長期（HO）均衡問の短期的局面が分

析された。第四l節は長期においても賃金下方硬直性の契約が持続する場

合を取り上げた。いずれにしても賃金下方硬直性は経済の調整に対して
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重大な制約となり，国民所得の低下，失業や窮乏化再配分を引き起こす

ことカ£明らかになった。

輸入競争は，交易条件有利化ではあるが，圏内の調整が制約される場

合，小国経済にとって好ましいものであるとは一概には言えないのであ

る。輸入競争に対する園内の調整が，調整を促すような政策介入をもっ

てしてもスムーズに行なわれず，経済の効率性が大きく損なわれる場合

に保護貿易政策は正当化される。

反面，長期にわたる保護は，保護に依存する国際的に非効率な経済を

つくってしまう。国際分業による利益は，各国の国内（産業）調整に依

存しているが故に，調整の研究をさらに進める必要がある 0(H) 

，王

(1）要素市場の均衡とは，要素の需給が一致し，要素価格が両部門で同じである状態

とする。

(2）本論文で使われているパラメータは以下のとおり定義する。

L IC L, 
λ，，~τ＞O. .1,,=l('-刊 λ~＝τ＞O

、~au r~王＂
Bu= >O, 8，，＝一一一一＞O, p,=p, P,=! 
p, p, 

O'，＝（ぞ）／（子）＞O

｜λ｜＝λuλ，.－;t日＜u>O

(X部門は要素集約度の実物定義で相対的に労働集約的）

I Bl ニ8~8附－8<>8u>O

(X部門は要素集約度の価値定義で相対的に労働集約的）

oc＝λu8＂σ，＋λu8.，酌＞O
""=;t，，θ＂時十＇＂ 8，，時＞O
λ＂σxλ＂σy t.＝ーニL一一＋ >O 
8" 8,, 

pX y 
p,=---z p,=---z 
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(3）要素価格を X財単位で計った場合， wは上昇する。 rについてはY財単位で計っ

た場合と同じ方向の変化。

(4) Kは定数であり， K=K,+K，なので， K，の限界単位の減少はK，の限界単位の増

加を意味する。

(5) これらの式は，各内生変数の変化率を各外生変数の変化率で表わし， E足くa,ii= 
L=K=Oを代入することにより得られる。

(6) Neary [1982］において labourmarket equihbrium locusと名付けられている。

(7）各内生変数の変化率を各外生変数の変化串で表わし，SくO，立，＝品＝L=K=Oを代
入する。 pの下落は労働集約財の価格下落なので， wを下げる圧力がかかるが，賃

金下方硬直性のもと，； 1立Oとする。
(8) Neary [1982］の ultrashort-run equihbnumと同一。

(9）他の外生変数については， p=L=K=Oとする。

(IO) Neary [1982］では賃金が上方にも硬直的であるので， 11線より下町点で労働市場

が超過需要になるが，このモデルでは賃金の上昇に制約は加えてないので，これ

らの点は不可能である。

{II）本論文は筆者の修士論文“Adjustmentto Import Competition: the Case for a 

Small Open Economy” （国際基督教大学大学院行政学研究科， 1988年5月提出）

であつかった各モデルを一つの基本モデルによってまとめたものである。指導を

項いた小島清先生，御教示を項いた中内恒夫教授，石波茂教授，木村憲二教授

にこの場をかりて心からの謝意を表わさせて項きたい。
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ADJUSTMENT TO IMPORT COMPETITION 

-Analysis of the Shorter-Run Periodsー

(Summary} 

Mitsuhiro Kaneda 

The H配 kscherOhlin Samuelson model assumes mstantaneous 

adjustments of factor markets (intersectoral movements of factors 

and changes in factor prices) upon exogenous changes. 

This a回目npbon1s relaxed to bring forward the proce田 of 

adjustment to import competition (exogenous fall in the relative 

pnce of the import good) Basing on the contnbutions of Jones 

[1971], Mayer [1974], Mussa [1974], Neary [1978], and Neary [1982], 

different cases of adjustment proc田sesare first examined (both 

geometncally and by equations) by a田ummg(a) sector specificity of 

capital in the short-run and gradual intersectoral movement 

thenceforth and (b) sector specifi口tyof capital and downward wage 

rigidity in the ultra-short nm (USR) and gradual movement of 

capital and fall in wage rate thenceforth. It is confirmed that 

adjustment is towards the HOS (long-run）臼quihbriumm either of 

出回ecases In case (a），出econdition Neary [ 1978] states for 

convergence of adjustment 1s found to be nece呂町y but not 

sufficient The nec田saryand sufficient conditwn is found. In (b), 

national income at the USR equilibrium is lower than the initial 

equilibrium, and also unemplo戸nentis created. The possibility of 

irnm1serizing reallocation 1s confirmed Cases of instability (as in 

Neary [1982]) are not observed in this model wi出 upwardwage 

flexibility. An alternative possibility of adjustment from the USR 

equilibrium is then considered by (c) assuming downward wage 
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rigidity to persist even in the long-run. Adjustment is叩 lyby the 

movement of capital, and this is accompanied by increasmg 

unemployment until at the long r山lequilibrium large unemployment 

is created. This acts as a strong justif1cat10n to protection. 


